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2026年 2月 26日 

各 位 

不動産投資信託証券発行者名 

 積水ハウス・リート投資法人 

 代表者名 執行役員 大 谷 仁 誉 

 （コード番号：3309） 

資産運用会社名 

積水ハウス・アセットマネジメント株式会社 

代表者名 代表取締役社長 藤 原 寿 光 

問合せ先 経営企画部ＩＲ室長 齋 藤 孝 一 

TEL.03-6447-4870（代表） 

 

国内不動産信託受益権の取得に関するお知らせ 

（エスティメゾン川口） 

 

積水ハウス・リート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）が資産の運用を委託する積水ハウス・ア

セットマネジメント株式会社（以下「本資産運用会社」といいます。）は、本日、本投資法人が下記の資産の取

得（以下「本資産取得」といいます。）を行うことについて決定しましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

1. 本資産取得の概要 

物件名称 
（注 1） 

用途 所在地 
取得予定価格 

（注 2） 

鑑定 

NOI 利回り 
（注 3） 

償却後鑑定 

NOI 利回り 
（注 4） 

取得予定日 取得先 

エスティメゾン 

川口 
住居 

埼玉県 

川口市 
2,590 百万円 4.0％ 3.6％ 

2026年 

3 月 5 日 

パシフィック・ディ

ベロップメント アン

ド マネージメント 

株式会社 
 

(1) 特定資産の種類 ： 国内不動産を信託財産とする信託の受益権 

(2) 契 約 締 結 日 ： 2026 年 2 月 26 日 

(3) 媒 介 の 有 無 ： 該当無し 

(4) 取 得 資 金 ： 借入金（注 5）及び自己資金 

(5) 決 済 方 法 ： 引渡時に全額支払 

(注 1) 「エスティメゾン川口」の物件名称は、本日現在において「ベラッジオ川口本町」ですが、本投資法人による当該物件の取得後、入居

者へ一定期間の周知を行った後、物件名称のブランドを「エスティメゾン」に変更する予定であるため、変更後の物件名称を記載して
います。以下同じです。 

(注 2) 「取得予定価格」は、本投資法人と取得先との間で締結された信託受益権譲渡契約書に記載された売買代金額（消費税及び地方消費税
並びに売買手数料等の諸費用を含まず、百万円未満を切り捨てています。）を記載しています。以下同じです。 

(注 3) 「鑑定 NOI利回り」は、2026年 2月 1日時点の鑑定評価書の鑑定 NOIを取得予定価格にて除した数値を小数第 2位で四捨五入して記載

しています。 
(注 4) 「償却後鑑定 NOI利回り」は、2026年 2月 1日時点の鑑定評価書の鑑定 NOIから想定減価償却費（年額）を控除した金額を取得予定価

格にて除した数値を小数第 2位で四捨五入して記載しています。 

(注 5) 「借入金」の詳細については、決定次第お知らせいたします。 

 

2. 本資産取得の理由 

本投資法人の規約に定める資産運用の対象及び方針に基づき、重点投資エリアとする東京圏（注）における住

居ポートフォリオの充実と収益基盤の更なる強化を目指して、取得を決定した資産（以下「取得予定資産」と

いいます。）の取得を行うものです。なお、取得予定資産の取得決定に際し、着目した特徴は、以下のとおりで

す。 

（注）「東京圏」とは東京都、神奈川県、千葉県及び埼玉県を指します。 
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(1) 立地特性 

本物件は、JR 京浜東北線「川口」駅より徒歩約 4 分に位置しており、「川口」駅から「赤羽」駅まで直通

約 3分、都心部へは「池袋」駅まで約 18分、「上野」駅まで直通約 18分、「東京」駅まで直通約 25分と、通

勤や通学に便利な立地です。「川口」駅周辺からは再開発による美しい歩道が続き、「川口」駅東側にはスー

パーマーケット、ドラッグストア、飲食店、書店等を備えたショッピングモールが所在し、西側には緑豊か

な川口西公園が広がっています。高い生活利便性に加え、活気ある賑わいと豊かな自然環境をバランスよく

楽しむことができます。 

 

(2) 物件特性 

本物件は、地上 10 階建て、全 65 戸（店舗 2 戸含む）、部屋タイプは全て 1LDK で構成されています。設備

については、オートロック、モニター付インターホン、防犯カメラ、宅配ボックス等を備えており、都心部

への接近性及び生活利便性を選好する単身者を中心とした需要が見込まれます。 

 

3. 取得予定資産の内容 

特定資産の概要 

物 件 名 称 エスティメゾン川口 

取 得 予 定 日 2026年 3月 5日 

特 定 資 産 の 種 類 信託受益権（予定） 

信 託 受 託 者 三井住友信託銀行株式会社（予定） 

信 託 契 約 期 間 2026年 3月 5日から 2036年 3月 31日まで（予定） 

取 得 予 定 価 格 2,590百万円 

鑑 定 評 価 額 （ 価 格 時 点 ） 2,700百万円（2026年 2月 1日） 

鑑 定 評 価 機 関 JLL森井鑑定株式会社 

所 在 地 埼玉県川口市本町 4丁目 7番 24 

土 地 

地 番 川口市本町四丁目 40番 3他 13筆 

敷 地 面 積 789.11㎡ 

用 途 地 域 商業地域 

建 蔽 率 80％ 

容 積 率 400％ 

所 有 形 態 所有権 

建 物 

用 途 共同住宅、店舗 

建 築 時 期 2010年 2月 

構 造 / 階 数 RC造/地上 10階 

延 床 面 積 2,403.36㎡ 

所 有 形 態 所有権 

担 保 設 定 の 有 無 無 

賃貸借及び管理の状況 

賃 貸 可 能 面 積  2,322.28㎡（賃貸可能戸数 65戸（店舗 2戸含む）） 

賃 貸 面 積 2,288.88㎡（賃貸戸数 64戸（店舗 2戸含む）） 

稼 働 率 98.6％（2026年 1月末現在） 

テ ナ ン ト 数 1 

月 額 賃 料 8,195千円 

敷 金 ・ 保 証 金 7,427千円 

プロパティ・マネジメント会社 パシフィック・ディベロップメント アンド マネージメント株式会社（予定） 

マ ス タ ー リ ー ス 会 社 パシフィック・ディベロップメント アンド マネージメント株式会社（予定） 
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マ ス タ ー リ ー ス 種 別 パススルー型（予定） 

契 約 期 間 2026年 3月 5日から 2027年 3月 31日まで（予定） 

【「3.取得予定資産の内容」の記載事項の説明】 

(1) 「鑑定評価額（価格時点）」は、本投資法人及び本資産運用会社が不動産鑑定機関又は価格調査機関に投資対象不動産の鑑定評価又は
価格調査を委託し、作成された不動産鑑定評価書又は調査報告書に記載された鑑定評価額又は調査価格及び価格時点を記載し、鑑定
評価額又は調査価格については百万円未満を切り捨てて記載しています。なお、調査報告書とは、不動産の鑑定評価に関する法律

（昭和 38年法律第 152号）及び国土交通省が定める「不動産鑑定士が不動産に関する価格等調査を行う場合の業務の目的と範囲等の
確定及び成果報告書の記載に関するガイドライン」等に準拠し、不動産鑑定評価基準に則らない価格等調査として発行されたもので
す。 

(2) 「所在地」は、住居表示を記載しています。なお、住居表示は市区町村が交付する通知書、物件概要書又は重要事項説明書に基づき
記載し、住居表示が未実施及び物件概要書又は重要事項説明書に住居表示の記載がない場合には、登記簿（登記記録を含みます。以
下同じです。）上に表示されている「建物の所在」欄の内容又は所在地として慣用されている表示方法を記載しています。 

(3) 「地番」及び「敷地面積」は、登記簿上の表示に基づき地番（複数ある場合にはそのうちの一地番）及び地積の合計を記載していま
す。なお、本投資法人は、当該物件の取得後、土地合筆登記申請及び土地地積更正登記申請を行うことを予定しています。 

(4) 「用途地域」は、都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号。その後の改正を含みます。）（以下「都市計画法」といいます。）第 8 条第 1

項第 1号に掲げる用途地域の種類を記載しています。 
(5) 「建蔽率」は、建築基準法（昭和 25年法律第 201号。その後の改正を含みます。）（以下「建築基準法」といいます。）第 53条に定め

る、建築物の建築面積の敷地面積に対する割合であって、建築基準法、都市計画法等の関連法令に従って定められた数値を百分率で

記載しています。 
(6) 「容積率」は、建築基準法第 52 条に定める、建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合であって、建築基準法、都市計画法等の関連

法令に従って定められた数値を百分率で記載しています。 

(7) 「土地」の「所有形態」は、信託不動産に関して不動産信託の受託者が保有する又は保有する予定の権利について、所有権・区分所
有権等の所有形態の区分を記載しています。 

(8) 「用途」は、登記簿上表示されている種類のうち、主要なものを記載しています。 

(9) 「建築時期」は、登記簿上の表示に基づき記載しています。 
(10) 「構造/階数」は、登記簿上の表示に基づき記載しています。なお、記載の略称は、それぞれ以下の構造を表しています。 

RC造：鉄筋コンクリート造、SRC造：鉄骨鉄筋コンクリート造、S造：鉄骨造 

(11) 「延床面積」は、登記簿上表示されている建物又は信託建物（ただし、附属建物等を除きます。）の床面積の合計を記載しています。 
(12) 「建物」の「所有形態」は、信託不動産に関して不動産信託の受託者が保有する又は保有する予定の権利について、所有権・区分所

有権等の所有形態の区分を記載しています。 

(13) 「担保設定の有無」は、本投資法人が負担している又は本資産取得後に負担する予定の担保がある場合に、その概要を記載していま
す。 

(14) 「賃貸可能面積」は、2026 年 1 月末日現在において有効な各賃貸借契約又は建物図面等に基づき賃貸が可能であると考えられる面積

を合計し、記載しています。 
(15) 「賃貸面積」は、2026 年 1 月末日現在において有効な各賃貸借契約書に表示された賃貸面積又は建物図面等に基づく賃貸面積の合計

を記載しています。 

(16) 「稼働率」は、賃貸可能面積に対して賃貸面積が占める割合を、小数第 2位を四捨五入して記載しています。 
(17) 「テナント数」は、2026 年 1 月末日現在において有効な各賃貸借契約の内容に基づき記載しています。なお、取得予定資産について

は、信託受託者とマスターリース会社との間でマスターリース契約を締結する予定であるため、かかるマスターリース契約上の賃借

人の数を記載しています。「マスターリース会社」及び「マスターリース契約」については、下記（21）をご参照ください。 
(18) 「月額賃料」は、2026 年 1 月末日現在において有効なエンドテナントとの各賃貸借契約書に表示された月額賃料（駐車場、倉庫、看

板等の使用料は含まず共益費を含みます。なお、消費税及び地方消費税は含みません。以下同じです。また、当該賃貸借契約におい

てフリーレント又はレントホリデーの定めがある場合でも、同日時点のフリーレント及びレントホリデーは考慮しないものとします。）

建物状況調査の概要 

再 調 達 価 格 758百万円 

修 繕 費 

緊 急 修 繕 － 

短 期 修 繕 － 

長 期 修 繕 4,565千円 

調 査 会 社 株式会社 ERIソリューション 

  

地震 PML評価の概要 

P M L 7.0％ 

調 査 会 社 SOMPOリスクマネジメント株式会社 

設計者・施工者・確認検査機関 

建 物 設 計 者 生和コーポレーション株式会社 

構 造 設 計 者 株式会社中山設計 

施 工 者 生和コーポレーション株式会社 

確 認 検 査 機 関 一般財団法人住宅金融普及協会 

特記事項 

北側隣地との境界が確定していません。 
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の合計額を千円未満を切り捨てて記載しています。なお、「フリーレント」とは、ある一定期間（主として新規入居時）に無償又は相
当低廉な賃料を設定する合意をいい、「レントホリデー」とは、賃貸借期間中の一定の期間について、定期又は不定期に、無償又は相

当低廉な賃料を設定する合意をいいます。以下同じです。 
(19) 「敷金・保証金」は、2026 年 1 月末日現在において有効なエンドテナントとの各賃貸借契約書に規定された敷金及び保証金の合計額

（駐車場についての敷金は含みません。）を千円未満を切り捨てて記載しています。 

(20) 「プロパティ・マネジメント会社」は、本投資法人が取得予定資産の取得後にプロパティ・マネジメント業務を委託する予定の会社
を記載しています。 

(21) 「マスターリース会社」は、本投資法人による取得予定資産の取得後、信託受託者とマスターリース契約を締結し、マスターリース

会社となる予定の会社を記載しています。なお、「マスターリース契約」とは、賃借人が第三者に転貸することを目的として一括して
締結される建物の賃貸借契約をいいます。以下同じです。 

(22) 「マスターリース種別」は、本投資法人による取得予定資産の取得後、有効となるマスターリース契約の契約形態を記載しています。

マスターリース会社が支払う賃料を、転借人がマスターリース会社に支払う賃料にかかわらず一定額とするマスターリース方式を
「賃料固定型」、マスターリース会社が支払う賃料と、エンドテナントが支払う賃料が常に同額となるマスターリース方式を「パスス
ルー型」と記載しています。 

(23) 「契約期間」は、本投資法人が取得予定資産の取得時に新たに締結する予定のマスターリース契約（変更契約を含む。）の内容に基づ
き、記載しています。 

(24) 「再調達価格」は、建物状況調査報告書の記載に基づき、消費税を含まない金額を百万円未満を切り捨てて記載しています。 

(25) 「修繕費」は、建物状況調査報告書に基づき記載しています。「短期修繕」は、調査会社が試算した調査時点における 1 年以内に必要
とする修繕・更新費用を記載しています。「長期修繕」は、建物状況調査報告書の記載に基づき調査会社が試算した調査時点における
12 年間の修繕・更新費用の年平均を、千円未満を切り捨てて記載しています。ただし、建物状況調査報告書に年平均の記載がない場

合は、建物状況調査報告書に記載されている 12 年間の修繕・更新費用の合計に基づき、本資産運用会社にて年平均額を算出し千円未
満を切り捨てて記載しています。 

(26) 「PML」は、SOMPO リスクマネジメント株式会社が取得予定資産に関して作成した地震 PML 評価報告書又は SOMPO リスクマネジメント

株式会社が行った PML の算出結果を記載した建物状況調査報告書の記載に基づいて記載しています。当該記載は、報告者の意見を示
したものにとどまり、本投資法人がその内容の正確性を保証するものではありません。 

   なお、「PML」とは、地震による予想最大損失率（Probable Maximum Loss）を意味します。PMLについての統一された厳密な定義はあ

りませんが、本書においては、想定した予定使用期間中（50 年間＝一般的な建物の耐用年数）での超過確率 10％の損失額（再現期間
475 年相当の損失額）の再調達価格に対する割合（％）で示したものです。ただし、予想損失額は、地震動による建物（構造体、仕
上げ、建築設備）のみの直接損失に関するものだけであり、機器、家具、什器等の被害や地震後の水又は火災による損失、被災者に

対する補償、営業中断による営業損失等の二次的被害は含まれていません。 
(27) 「特記事項」は、以下の事項を含む、取得予定資産の権利関係や利用等に関連して重要と考えられる事項のほか、取得予定資産の評

価額、収益性及び処分性への影響度を考慮して重要と考えられる事項がある場合に当該事項を記載しています。 

a. 法令諸規則上の制限又は規制の主なもの 
b. 権利関係等に係る負担又は制限の主なもの（担保権の設定を含みます。） 
c. 不動産又は信託不動産と隣接地との境界を越えた構築物等がある場合や境界確認等に問題がある場合の主なものとその協定等 

d. 共有者又は区分所有者との間でなされた合意事項又は協定等の主なもの 

 

4. 取得先の概要 

名 称 パシフィック・ディベロップメント アンド マネージメント株式会社 

所 在 地 東京都港区虎ノ門五丁目 11番 2号オランダヒルズ森タワー19階 

代 表 者 の 役 職 

・ 氏 名 
代表取締役 春日井 隆 

事 業 内 容 不動産賃貸管理事業、不動産開発事業等 

資 本 金 50百万円（2025年 12月末日時点） 

設 立 年 月 1993年 9月 

純 資 産 非開示（注） 

総 資 産 非開示（注） 

大 株 主 

（ 持 株 比 率 ） 
非開示（注） 

本投資法人・本資産運用会社と当該会社の関係 

  資 本 関 係 特筆すべき資本関係はありません。 

  人 的 関 係 特筆すべき人的関係はありません。 

  取 引 関 係 特筆すべき取引関係はありません。 

  
関 連 当 事 者 へ 

の 該 当 状 況 
本投資法人及び本資産運用会社の関連当事者に該当しません。 

（注）取得先より開示についての承諾が得られていないことから非開示としています。 

 

5. 物件取得者等の状況 

本資産取得は、本投資法人及び本資産運用会社と特別な利害関係にある者からの取得ではないため、記載を
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省略します。 

 

6. 今後の見通し 

本資産取得が本投資法人の業績に与える影響は軽微であり、本投資法人が 2025 年 12 月 15 日付「2025 年 10

月期 決算短信（REIT）」にて公表した 2026年 4月期（2025年 11月 1日～2026年 4月 30日）及び 2026年 10月

期（2026年 5月 1日～2026年 10月 31日）に係る運用状況の予想に変更はありません。 

 

7. 取得予定資産に係る鑑定評価書等の概要 

物 件 名 称 エスティメゾン川口 

鑑 定 評 価 額 2,700,000,000円 

鑑 定 評 価 機 関 の 名 称 JLL森井鑑定株式会社 

価 格 時 点 2026年 2月 1日 

 （千円） 

項 目 内 容 概 要 等 

収 益 価 格 2,700,000 直接還元法による価格と DCF法による価格を関連付けて試算 

  直 接 還 元 法 に よ る 価 格 2,760,000 － 

    運 営 収 益 124,724 － 

      可 能 総 収 益 129,555 現行条件等を基に中長期的に安定した賃料等を査定 

      空 室 等 損 失 等 4,831 標準的な空室率と対象不動産の個別性を勘案し査定 

    運 営 費 用 22,294 － 

      維 持 管 理 費 2,338 類似不動産の水準及び提示の見積りを基に査定 

      水 道 光 熱 費 759 類似不動産の水準及び実績を基に査定 

      修 繕 費 2,866 

修繕費：ER の見積を妥当と判断し平準化した額の 30%を計上 

原状回復費用：類似不動産の水準、実績及び退去率を勘案し査

定 

      P M フ ィ ー 2,398 類似不動産の水準及び提示の契約を基に査定 

      テ ナ ン ト 募 集 費 用 等 6,720 地域の慣行と対象不動産の退去率を勘案し査定 

      公 租 公 課 6,666 実績を基に変動率、経年減価等を考慮し査定 

      損 害 保 険 料 427 提示の資料を妥当と判断し計上 

      そ の 他 費 用 120 類似不動産の水準を基に査定 

    運 営 純 収 益 ( N O I ) 102,430 － 

      一 時 金 の 運 用 益 88 
満室時保証金等の額から空室損失相当額を控除した額に運用利
回りを乗じて査定 

      資 本 的 支 出 3,196 ERの見積を妥当と判断し平準化した額の 70%を計上 

    純 収 益 ( N C F ) 99,322 － 

    還 元 利 回 り 3.6％ 割引率に収益及び元本の変動リスク等を加味し査定 

  D C F 法 に よ る 価 格 2,640,000 － 

    割 引 率 3.4％ 
基準利回りに、対象不動産の地域性・個別性に係るリスク要因

を考慮の上、市場動向等を総合的に勘案して査定 

    最 終 還 元 利 回 り 3.8％ 還元利回りに将来の不確実性等のリスクを考慮し査定 

積 算 価 格 2,080,000 － 

  土 地 比 率 88.7％ － 

  建 物 比 率 11.3％ － 
 

鑑定評価額の決定に際し留意した事項 

収益的側面からの価格形成プロセスにより求めた収益価格がより市場実態を反
映した説得力のある価格であると判断し、積算価格は参考に留め、収益価格を
採用 

（注）上記表中の金額は、千円未満を切り捨てて記載しており、合計金額が運営収益や運営費用その他の項目の数字と一致しない場合があり

ます。 

 

※ 賃貸借契約に係る平均賃料単価との比較 

鑑定評価に係る平均賃料単価 4,235円/㎡（14,000円/坪） 

賃貸借契約に係る平均賃料単価 3,516円/㎡（11,624円/坪） 
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(注 1) 「鑑定評価に係る平均賃料単価」は、鑑定評価書に記載された直接還元法における「共益費込み貸室賃料収入」に基づく平均賃料単

価を記載しています。 

(注 2) 「賃貸借契約に係る平均賃料単価」は、前記「3.取得予定資産の内容」の月額賃料に基づく平均賃料単価を記載しています。 

(注 3) 「鑑定評価に係る平均賃料単価」、「賃貸借契約に係る平均賃料単価」はいずれも店舗賃料を除いています。 

以 上 

 

※ 本投資法人のウェブサイト：https://sekisuihouse-reit.co.jp/ 

 

＜添付資料＞ 

参考資料 取得予定資産の物件写真及び周辺地図 

  

https://sekisuihouse-reit.co.jp/
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参考資料 取得予定資産の物件写真及び周辺地図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


